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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 （百万円） 12,362 12,043 10,831 8,946 8,917

経常利益 （百万円） 316 254 339 395 50

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）

（百万円） 75 △56 269 277 △49

包括利益 （百万円） 71 △100 287 312 △40

純資産額 （百万円） 5,107 4,981 5,243 5,533 5,466

総資産額 （百万円） 11,102 10,368 10,309 10,476 9,986

１株当たり純資産額 （円） 11,432.39 11,139.96 11,817.22 12,498.11 12,316.34

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 188.56 △140.34 674.74 692.59 △124.27

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 40.86 42.97 45.85 47.71 49.33

自己資本利益率 （％） 1.66 △1.24 5.88 5.70 △1.00

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 702 702 609 947 313

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △213 △186 △84 △45 △223

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △386 △487 △240 △336 △342

現金及び現金同等物の期末残

高
（百万円） 3,472 3,501 3,785 4,350 4,097

従業員数
（人）

344 341 330 329 332

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔215〕 〔218〕 〔220〕 〔210〕 〔205〕

（注）１．第81期、第83期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．第82期及び第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株価収益率は非上場のため記載しておりません。

４．第81期の「売上高」、「総資産額」及び「自己資本比率」は第82期において表示方法を変更したことに伴い、

連結財務諸表の組み替えを行っております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第84期の期首から適用してお

り、第84期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 （百万円） 9,324 9,163 8,386 5,855 5,806

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 278 245 340 285 △21

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 74 △49 272 224 △82

資本金 （百万円） 200 200 200 200 200

発行済株式総数 （千株） 400 400 400 400 400

純資産額 （百万円） 3,607 3,497 3,771 3,991 3,885

総資産額 （百万円） 9,070 8,376 8,236 8,254 7,775

１株当たり純資産額 （円） 9,019.08 8,744.73 9,427.53 9,978.83 9,714.19

１株当たり配当額
（円）

50 50 50 50 50

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 186.10 △124.29 682.43 561.16 △206.57

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 39.5 41.8 45.8 48.4 49.9

自己資本利益率 （％） 2.08 △1.40 7.51 5.78 △2.10

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 26.8 － 7.3 8.9 －

従業員数
（人）

252 251 246 246 244

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔52〕 〔52〕 〔53〕 〔47〕 〔50〕

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

　（注）１．第81期、第83期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２．第82期及び第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株価収益率は非上場のため記載しておりません。

４．第82期及び第85期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますので記載してお

りません。

６．第81期の「売上高」及び「総資産額」は第82期において表示方法を変更したことに伴い、財務諸表の組み替

えを行っております。

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第84期の期首から適用してお

り、第84期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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２【沿革】

　1876年７月21日、盛岡・呉服町の活版業・川越勘兵衛親子による「日進社」から岩手県初の新聞として発刊された

「巖手新聞誌」が本紙の前身です。この新聞は和とじの小冊子で、ただ１号だけで廃刊となりましたが、後に「日進

新聞」、「巖手新聞」と改題。1886年９月には銀行家に買い取られて新たに「巖手日日新聞」として創刊されまし

た。しかし、1890年９月、政党機関紙化した「巖手日日新聞」は、姉妹紙である「巖手公報」に吸収され、さらに

1897年３月、「盛岡日報」と合併し、「巖手日報」として装いを新たにしました。後に題字を「岩手日報」とするな

どの幾多の変遷を経てきましたが、1938年１月、銀行の支配下にあるのをいさぎよしとしなかった社内有志は岩手日

報従業員組合を組織し、日刊「新岩手日報」を発行。銀行系岩手日報はまもなく発行不能に陥ったため、「新岩手日

報」は県内唯一の日刊紙となりました。

　その後の主な沿革は次のとおりです。

1938年６月 従業員組合により資本金５万円で株式会社新岩手社を設立、経営を同社に移す

1951年９月 「新岩手日報」5,000号を機に「岩手日報」に題字を変更

1962年１月 社名を株式会社岩手日報社と商号変更、６月に払込資本金１億7,000万円とし、10月に現在地の盛

岡市内丸に地上３階地下１階の新社屋を完成させる

1969年12月 本社本館に４、５階を増築、別館１、２階の改装工事が完成

1974年６月 株式会社岩手日報広告社を100％出資で設立（現・連結子会社）、総合広告代理店のほか住宅展示

場を運営

1980年３月 販売店組織岩手日報会と共同出資で新聞折込広告、発送、各種広告業、デザイン制作を営業内容と

する岩手日報アド・ブランチ株式会社を設立（現・連結子会社）

1982年６月 一関市大手町に地上５階地下１階の一関支社ビル完成

1991年６月 盛岡市大通３丁目に三浦新聞店と共同出資で株式会社岩手日報こずかたセンターを設立（現・連結

子会社）、新聞販売、折込広告配達を強化

1992年10月 第54期株主総会で新株６万株を縁故募集により発行を承認可決、資本金２億円とする

1994年12月 盛岡市みたけ４丁目に「制作センター」完成。地上３階、地下１階、カラーキーレスのタワー式輪

転機２セット導入。朝刊32ページ印刷体制を確立

2007年１月 「制作センター」にカラー輪転機２台増設、カラー16ページを含む40ページ印刷体制を確立

2010年７月 夕刊を休刊、朝刊に統合。朝刊単独紙に

2011年３月 東日本大地震で発生した津波により陸前高田支局流出、大船渡支局が全壊

2011年４月

2014年９月

大船渡市盛町に陸前高田・大船渡合同支局を開設

陸前高田市高田町に陸前高田支局を開設、陸前高田・大船渡合同支局は大船渡支局に

2016年４月

 

2017年１月

2019年７月

矢巾町広宮沢に「制作センター」を新築、盛岡市みたけから移転。地上３階建、４×１式輪転機２

セット導入。カラー24ページを含む40ページ印刷体制を確立

大船渡市赤沢に大船渡支局を新築、移転。東日本大震災で被害を受けた支局は全て再建

電子新聞「岩手日報デジタル版」を発行
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３【事業の内容】

　当社及び当社の関係会社（当社及び連結子会社３社により構成＝2023年３月31日現在）においては、地域の発展に

寄与する報道機関として日刊紙「岩手日報」の発行と販売及び広告掲載を主とし、これに付帯する出版、折込広告の

取り扱い、各種の印刷、さらには社会厚生、文化、教育、スポーツ等の向上普及を目的とする各種催事と支援事業等

を行っております。

　当社グループの事業は単一のセグメントで、セグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しておりま

す。

（販売部門）

　当部門においては、当社発行の日刊紙「岩手日報」を県内及び宮城、青森、東京の各販売店を通じて毎日読者に戸

別配達しております。

　現在の基本ページは朝刊22ページ。随時増ページをしております。

〔関係会社〕

　株式会社岩手日報こずかたセンター、岩手日報アド・ブランチ株式会社

（広告部門）

　当部門においては、当社発行の新聞及び出版物に掲載する広告の取材、制作、出稿を行っております。本紙の記事

と広告の割合は７対３で、広告の掲載は大部分が全段や記事下ですが、このほか突き出し、記事中、題字下等の特別

広告欄があります。

　㈱岩手日報広告社は当社専属の広告代理店で記事下広告をはじめ求人、慶弔など本紙掲載広告を取り扱っておりま

す。また、岩手日報アド・ブランチ㈱も新聞広告を取り扱っております。

〔関係会社〕

　株式会社岩手日報広告社、岩手日報アド・ブランチ株式会社

（折込部門）

　当部門においては、新聞の折込広告を取り扱っております。折込広告は岩手日報アド・ブランチ㈱の営業種目の大

半を占め、県内の新聞読者に向けた折込広告の配布窓口として信頼を高めております。最近では県外とも連携を取

り、新潟を含む東北７県のほか首都圏、近畿圏からも配布依頼を受けております。

　㈱岩手日報こずかたセンターでは、岩手日報アド・ブランチ㈱など盛岡市内の折込専門会社及び業者から直接依頼

された広告チラシを、岩手日報に折り込んで読者に戸別配達をしております。

〔関係会社〕

　岩手日報アド・ブランチ株式会社、株式会社岩手日報こずかたセンター

（その他の部門）

　当部門においては、岩手の県民生活・文化の向上に寄与することを目的に芸術文化、スポーツのみならず社会福

祉、産業経済などあらゆる分野にわたって多彩な事業を主催・後援しております。伝統を誇る一関・盛岡間駅伝、岩

手の書家展などの定期催事以外に、2022年６月に「プロ野球パ・リーグ公式戦　東北楽天ゴールデンイーグルス―北

海道日本ハムファイターズ」を開催するなど多岐にわたる事業展開を行っております。また、その他に折込チラシ・

パンフレットなどの印刷物の作成等を行っております。

　また、新たな収入源の開拓も行っており、メディア関連ではデジタル分野で主として電子新聞「岩手日報デジタル

版」、スマートフォンアプリ「いわぽん」のサービス提供、ニュース・データ配信に伴う著作権管理などを行ってお

ります。コンテンツ関連では主として文芸誌「北の文学」、いわて高校野球ファイルの定期出版物をはじめ多岐にわ

たる分野の書籍を刊行しております。輪転機を活用する受託印刷では選挙公報などの印刷をしております。
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〔関係会社〕

　株式会社岩手日報広告社、岩手日報アド・ブランチ株式会社

〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。

４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

㈱岩手日報広告社
岩手県

盛岡市
10

広告代理業

印刷業
100

当社広告掲載の取り扱い、広告版下

の制作をしている。当社所有の建物

を賃借している。

役員の兼任等…有

岩手日報

アド・ブランチ㈱

＊３

岩手県

盛岡市
10

折込広告取扱業

広告代理業

新聞送達業

70

当社広告掲載の取り扱い、広告版下

の制作をしている。当社発行の日刊

紙の販売をしている。当社所有の建

物を賃借している。

役員の兼任等…有

㈱岩手日報

こずかたセンター

＊１＊２

岩手県

盛岡市
20

新聞送達業

折込広告取扱業
50

当社発行の日刊紙の販売をしてい

る。

役員の兼任等…有

　（注）１．有価証券報告書を提出している関係会社はありません。

２．＊１：特定子会社

３．＊２：持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものです。

４．＊３：岩手日報アド・ブランチ㈱は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等 （1）売上高 2,122 百万円

 （2）経常利益 4 百万円

 （3）当期純利益 4 百万円

 （4）純資産額 338 百万円

 （5）総資産額 715 百万円

 

５．上記連結子会社の他、「有限会社岩手日報本宮専売所」を2018年12月に完全子会社としております。

当該子会社は、持分法非適用の非連結子会社であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

 6/79



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

2023年３月31日現在
 

事業の部門の名称 従業員数（人）

製造部門 170 〔 31〕

営業部門 148 〔164〕

管理部門 14 〔 10〕

合計 332 〔205〕

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

2023年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

244〔50〕 41.4 17.2 6,910,713

 

　セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 

事業の部門の名称 従業員数（人）

製造部門 170 〔31〕

営業部門 60 〔 9〕

管理部門 14 〔10〕

合計 244 〔50〕

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従業

員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金（通勤手当を除く）を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループには、当社において岩手日報労働組合が組織されており、日本新聞労働組合連合に属しておりま

す。組合員数は2023年３月31日現在176人でユニオンショップ制です。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①　提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占め
る女性労働者
の割合（％）
（注）１．

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者
うち正規雇用
労働者

うちパート・
有期労働者

8.5 100.0 63.4 74.3 67.9  

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

 

②　連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対

象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経営方針

当社は財務基盤の強化が最重要課題と認識しております。営業部門の営業力向上、経費の削減、新たな収益分野の

開拓等、社員の創意工夫と努力が従来にも増して問われています。制作センターの生産能力を生かし、また一層の経

営効率化を図るとともに、当社グループの総力を結集し経営基盤を強化することを目標としております。

 

(2）経営戦略等

　2022年度は用紙など新聞製作資材の値上がりが相次ぎ、財務が圧迫される形となりました。全国の新聞社に共通

する課題ですが、その傾向は23年度も変わらないとみられ、対応が急務となっています。新型コロナウイルスが感染

症法上の「５類」に引き下げられたことで社会経済活動が活発化することを機に、営業活動を一段と強化します。新

たなスポンサー、受託印刷先の開拓など増収の取り組みに全力を挙げるとともに、経費節減の努力を続けます。

　編集については、県人が活躍する国際スポーツの取材報道を継続していくことに加え、23年度は地域ニュースを

さらに強化。発生から12年が経過した東日本大震災の被災地を含め地域の課題を掘り起こし、読者、住民とともに解

決策を探る報道を再構築します。

　築60年を超える現社屋の老朽化も大きな課題であり、新社屋の建設計画づくりに当たっては将来的な財務への影

響を極力抑える形で進めます。同時に制作センター建設に伴って借り入れしたシンジケートローンの着実な返済に努

めるとともに、戸別配達網を維持するための販売センター支援と部数増に引き続き取り組みます。新たな収益源を生

み出すためデジタルトランスフォーメーション（DX）対応も推し進めていきます。

　当社グループと販売センターが一体となって新聞の社会的使命を考え、行動に移し、読者に信頼される新聞づく

り、企業経営に引き続き取り組んでいく所存です。

 

（3）経営環境

東日本大震災の発生以降、各方面から寄せられましたご支援を力に、全社一丸で取材・営業活動に取り組んでいま

すが、新聞業界を取り巻く環境は厳しさを増しております。デジタルメディア台頭から四半世紀を経て新聞購読世帯

数の減少、若年層を中心とした文字・活字離れなど課題は山積しております。新聞に対する信頼度の高さを生かし活

路を開くため、引き続き努力いたします。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループの事業上の課題としては、労働市場の慢性的な人材不足に伴う配達員の労務難と販売センター所長の

高齢化などにより戸別配達網の維持が喫緊の課題となっています。組織の若返りと販売店経営の効率化を進め、購読

者の減少傾向に歯止めをかけ、紙勢伸長に取り組まなければなりません。同時にデジタル分野をはじめとした新たな

収入源の開拓が急務です。

財務上の課題としては、当社において2016年４月に完成した制作センターの借入金返済が2030年３月まで続くため

着実な企業運営を継続していくことが不可欠です。また、建設から60年を超える本社屋の今後についても早急に検討

する必要があります。

 

(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社の経営指標は予算としています。定められた経営計画に基づいて収益と費用の動向を勘案し、一定期間の予算

を編成した上で、期間利益を管理しております。月次ごとに予算と実績を比較して財政状態と経営成績を明らかにす

るとともに、経営活動の係数把握を通して経営の効率的運営を図っております。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサスティナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）ガバナンス

　当社は岩手県唯一の県紙として、地域に根差し、県民読者の信用・信頼を得ながら150年近い歴史を重ねてきま

した。これからも報道機関としての社会的責任・使命を果たしていくためには、正確・迅速な報道と同時に、環境

負荷を抑えるための取り組みや経済的な持続可能性の確立が重要です。それらを実現するために、取締役会が中心

になって方針や目標を定め、その達成に向けた取り組みを積極的に進めることが必要と考えています。

 

(2）戦略

　重要なものがないため、記載を省略しています。

 

(3）リスク管理

　当社がサステナビリティを実現するためには、様々なリスクに対するリスク管理が必要です。具体的には、以下

のようなリスクと対策が考えられます。

 

①経済的リスク

　当社の主要な収入源は広告料と購読料であり、これらの収益の減少は事業継続において悪影響を与える可能性が

あります。対策としては、多様化する読者や広告主のニーズを的確につかんだ記事やコンテンツ、サービスの提供

のほか、デジタル分野などでの新しい収益源の開拓などが考えられます。

 

②社会的リスク

　当社は地域社会に根差した存在であり、県民読者の信頼を失うことは致命的なリスクです。信頼を維持し続ける

ために、ネット上にあふれる玉石混交のニュースや偏向報道などとは一線を画すとともに、社会的・人権的な問題

にはより敏感な姿勢を保ち、不偏不党の立場を堅持し正確な報道を貫きます。

 

③環境的リスク

　新聞製造や配送・配達などの活動により環境負荷を抱える可能性があります。対策としては、新聞製作工程にお

いて発生する損紙の削減、省エネルギー化、配送車両等のＥＶ化、古紙など廃棄物のリサイクルなど、環境に配慮

した活動を進めることが必要と考えます。

 

④法的リスク

　訴訟などによるリスクを抱える可能性があります。読者の知る権利に十分応えつつも人権等に配慮した報道を行

い、また必要に応じて法的なリスクに関して専門的なアドバイスを受けることが必要です。

 

(4）指標及び目標

　重要なものがないため、記載を省略しています。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）特有の取引慣行に基づく取引について

　わが国の日刊紙は、販売店を通じての宅配制度が長い歴史の中で定着しております。読者のニーズに応え、効率

的な販売を行うためには、今後においてもこの方針を一層強化し、安定した販売店経営と戸別配達網を維持してい

くことが重要であると認識しております。

　また、紙面に掲載する広告は、広告代理店を通しての取引が大きな割合を占めておりますが、広告代理店等との

契約につきましては、契約内容が突然に変更することも少なくないことから、掲載ごとの個別契約書を交わしてい

ないのが、広告業界では取引慣行となっております。これらの慣行に何らかの理由で突然大きな変化が生じた場合

には、当社の事業展開や業績などに影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）景気変動による影響について

　当社グループの売上高のうち広告収入と折込収入は、景気変動等の影響を受けやすく、スポンサーの業績が悪化

した場合には、広告宣伝を手控える要因となります。その場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、販売収入は景気の悪化によって購読者数が減少し、影響を受ける可能性があります。

 

(3）原材料の市況変動による影響について

　当社費用の主要な部分を占める用紙費は、紙製品の需給バランス等に起因する市況変動の影響を受けます。市況

が高騰するような事態になれば当社の業績に影響を及ぼすことも考えられます。

 

(4）著作物再販制度について

　新聞は現在「再販売価格維持制度」（再販制度）と「新聞業における特定の不公平な取引方法」（新聞特殊指

定）により、全国どの地域でも同一紙同一価格となっております。今後、同法が改定、廃止されれば経営成績及び

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）消費税等の増税について

　2019年10月に消費税の増税が行われました。定期購読契約の新聞は軽減税率が適用されていますが、消費購買活

動の落ち込みや所得の伸び悩みなどを背景に経済的理由によって講読を中止するケースが見受けられ、今後の動向

を注視しています。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　日本経済は、新型コロナウイルス禍が３年目に入った当連結会計年度も停滞が続きました。さらに歴史的円安

が物価高をもたらし、暮らしを直撃。ロシアのウクライナ侵攻に端を発した原材料価格の高騰も長期化してお

り、中小企業の経営は圧迫されています。

　本県経済もコロナ禍の影響を大きく受けましたが、盛岡さんさ踊りが３年ぶりに開催されるなど、徐々に感染

対策と社会活動を両立する流れとなりました。23年５月には新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが「５

類」に引き下げられ、今後の経済活動に明るい兆しが見えています。

　これら内外情勢の中、岩手日報社は他の全国紙・地方紙にはない編集活動を展開しました。地方紙で初めて南

極地域観測隊の越冬隊に派遣された記者は、太陽が昇らない極夜や激しく光を放つオーロラなど知られざる極地

の実態を報道し、３月に帰国。東日本大震災の地元紙の使命として被災地の姿を伝え続け、12回目となる３・11

特別号外は東京や京都、沖縄などで配布しています。

　広告部門では、22年３月11日付本紙などに掲載した「風化させてはいけない震災がある（あの日のテレビ欄＋

47体の身元不明遺体）」が日本新聞協会の第42回新聞広告賞（新聞社企画・マーケティング部門）を受賞するな

どレベルの高さを示しました。10月には岩手日報総合研究所を設立。岩手日報広華会と連携し、岩手の未来に向

けて調査研究・提言活動を行っています。

　こうした編集・営業活動に加え、第85期は盛岡市広報や聖教新聞、公明新聞の受託印刷を手掛けるなど積極的

な取り組みを進めてきたものの、業績は用紙をはじめとする新聞製作資材の高騰が響く結果となりました。

 

　この結果、当連結会計年度の財政状況及び経営成績は以下のとおりになりました。

 

ａ．財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ490百万円減少し、9,986百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ423百万円減少し、4,519百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ66百万円減少し、5,466百万円となりました。

 

ｂ．経営成績

　当連結会計年度の経営成績は、売上高8,917百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益11百万円（前年同期比

96.8％減）、経常利益50百万円（前年同期比87.2％減）、親会社株主に帰属する当期純損失49百万円（前年同期

は親会社株主に帰属する当期純利益277百万円）となりました。

　当社グループの新聞関連事業の業績は、次のとおりです。

（販売部門）

　様々な情報が氾濫する中、確かな情報を求める新たな読者の掘り起こしにつなげました。新聞販売をめぐる環

境が厳しさを増す中、力を尽くして各種活動を展開しました。しかし、若年層の活字離れに加え、物価高騰を背

景とした経済的な理由による講読中止が増加していることを受け、当社グループの売上の基盤となる本紙の発行

部数を削減しました。その結果、前年に比べ売上は減少しました。

　この結果、売上高は4,061百万円（前年同期比△49百万円、△1.2％（当社単独ベース））となりました。

（広告部門）

　多彩な企画広告や特集を展開し、大変厳しい広告環境の中で奮闘しましたが、物価高騰の影響により、スポン

サーの業績が悪化し、広告の出稿が減少しました。その結果、前年に比べ売上は減少しました。

　この結果、売上高は1,405百万円（前年同期比△103百万円、△6.8％（当社単独ベース））となりました。
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（折込部門）

　折込広告は、新型コロナウイルス感染症は収束に向かいつつありましたが、世界的なインフレや資材価格高騰

の影響により折込広告の出稿が減り、前年に比べ売上は減少しました。

　この結果、売上高は1,914百万円（前年同期比△47百万円、△2.4％（連結子会社２社の合計））となりまし

た。

（その他の部門）

　事業部門では新型コロナウイルス感染症の影響が弱まったことや、大型催事の「プロ野球パ・リーグ公式戦　

東北楽天ゴールデンイーグルス―北海道日本ハムファイターズ」が大成功したほか、芸術文化催事の主催・後援

など多彩な事業を積極的に展開した結果、前年に比べ売上は増加しました。

　また、メディア部門では聖教新聞、公明新聞の受託印刷を始めたため増収となりました。

　この結果、売上高は339百万円（前年同期比＋103百万円、＋44.0％（当社単独ベース））と増収になりまし

た。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が39百

万円（前年同期比△342百万円、△89.5％）でありましたが、資材や電気料の値上げによる新聞製作コストの増加

に加え、広告部門の収入減少によるものであり、前連結会計年度に比べ252百万円（5.8％）減少し、当連結会計

年度末には4,097百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は313百万円（前年同期比△633百万円、△66.8％）となり

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動により使用した資金は223百万円（前年同期比＋178百万円、＋392.6％）とな

りました。使用した資金の主な内容は当社において、新規定期預金預入の資金を支出したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果、資金は342百万円の支出（前年同期比＋6百万円、＋1.7％）となりま

した。主な内容は当社において長期借入金の返済で305百万円を支出したことによるものです。

③生産、受注及び販売の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）の製造業は、日刊紙発行業の当社のみであり、製品の特殊性から受注生

産形態をとっていないため、生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

　このため生産、受注及び販売の状況については「４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」における各事業の部門別業績に関連付けて示しております。
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(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は下記の通りであります。

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、人口減少などを背景にした新聞購読者数の減少、他

メディアとの広告の選別化、地域経済の冷え込みやインターネットの普及などによる新聞広告需要の減少、若者を

中心とした読者離れなどが挙げられます。

 

１）財政状態

（資産合計）

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ490百万円減の9,986百万円（前連結会計年度末は

10,476百万円）となりました。

　流動資産は前連結会計年度末に比べ219百万円減の5,460百万円（前連結会計年度末は5,679百万円）となり

ました。これは主に当社において費用の増加に伴い現金及び預金が減少したことによるものです。

　固定資産は前連結会計年度末に比べ270百万円減の4,526百万円（前連結会計年度末は4,797百万円）となり

ました。これは主に当社において制作センターの減価償却が進んだため減少したことによるものです。

（負債合計）

　当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末に比べ423百万円減の4,519百万円（前連結会計年度末は

4,943百万円）となりました。これは主に当社において長期借入金を返済したことに伴う減少です。

（純資産合計）

　当連結会計年度末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ66百万円減の5,466百万円（前連結会計年度末は

5,533百万円）となりました。

 

２）経営成績

（売上高）

　売上高は、当社グループの売上の基盤となる本紙の発行部数を削減したため販売部門の収入が減少、また、

物価高騰の影響により広告出稿が減り、広告部門の収入も減少しました。その結果8,917百万円（△0.3％）と

なりました。

（売上総利益）

　売上総利益は、売上高の減少に加え、売上原価の増加により2,319百万円（△8.9％）となりました。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　売上原価は、原材料高騰の影響による印刷コスト増加等より6,598百万円（＋3.1％）となりました。

　販売費及び一般管理費は、当社の一関支社外壁老朽化に伴う修繕工事費用等により2,308百万円（＋5.6％）

となりました。

（営業利益）

　営業利益は、11百万円（△96.8％）となりました。

（経常利益）

　経常利益は、50百万円（△87.2％）となりました。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　親会社株主に帰属する当期純損失は、49百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益277百万円）

となりました。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概

要　②キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性については下記の通りであります。

（キャッシュ・フロー）

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが313百万円（前年同期比△633百万円、△

66.8％）となり、減少しました。

　投資活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は223百万円（前年同期比＋178百万円、＋392.6％）となり

ました。使用した資金は、当社における新規定期預金への預入による支出が主な内容です。

　財務活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は342百万円（前年同期比＋6百万円、＋1.7％）となりまし

た。主な内容は当社において長期借入金を返済したことによるものです。

　これらの結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度に比べ252百万円減少し、4,097百万円となりまし

た。

（資金需要）

　当社グループの資金需要は主に運転資金需要と設備資金需要があります。

　運転資金需要のうち主なものは当社では印刷資材の購入、子会社と共通するものとして人件費等販売費及び一般

管理費等の営業費用によるものであります。また、設備資金需要としましては、主に工場、事務所等の設立などに

よる建物や機械装置等固定資産購入によるものです。

（財務政策）

　当社グループは現在、運転資金につきましては、内部資金より充当しております。当社においては、賞与等人件

費の支出をする際にキャッシュ・フローの平準化を目的として短期借入金による調達を行っております。また、設

備資金につきましては、設備資金計画に基づき調達計画を作成し、内部資金で不足する場合は、長期借入金による

調達を行っております。

 

③経営上の目標の達成・進捗状況

　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等である2022年度の予算達成状況は以下の通りです。な

お、数値については当社単独ベースとなります。

　売上高は予算比2.9％減となりました。営業利益は予算比178.2％減となりました。経常利益は予算比121.3％減

となりました。当期純利益は予算比182.6％減となりました。

 

④経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の環境及び入手可能な情報に基づき経営方針を立案しております。

　少子高齢化、人口減少等による購読部数の漸減傾向に加え、昨今の用紙をはじめとする製作資材の高騰により、

新聞業界を取り巻く環境は一段と厳しさを増しております。この現状を打破することは容易ではありませんが、岩

手県唯一の県紙として今後も読者の知る権利に応え、言論・報道を中心とした事業活動を通して地域発展に寄与し

ていくため、持続可能な経営基盤の確立に努めていきます。

　発足5年目の総合メディア局を核に、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の本格推進、部局横断的な課

題の解決に着手します。従来の紙の新聞ともにデジタル版の普及、デジタル化への基盤強化、統合編集に向けた準

備、次代の読者づくりとなる学校現場へのアプローチ、新事業の構築など、スピード感をもって取り組みます。

　編集活動については、県人アスリートが躍動する大リーグをはじめとする国際スポーツ報道を継続。県紙、地方

紙の生命線と言える地域ニュースの強化を進め、インターネットでは読むことのできない当社ならではのコンテン

ツを提供していきます。発生から12年が経過した東日本大震災報道では被災地に寄り添った視点を維持しつつ次な

る大災害への警鐘を鳴らし、正念場の国際リニアコライダー（ＩＬＣ）誘致に向けた報道にも引き続き力を注ぎま

す。

　販売、広告事業の営業部門が売上創出の中心であることは変わりありません。経営基盤強化のためにも部数維

持、新規顧客開拓へ、これまで以上に積極的な提案・営業活動を展開していきます。昨年度から他紙、盛岡市広報

の受託印刷が始まっています。さらなる新聞輪転機の利活用に向け、新たな受託印刷先を開拓していきます。新社

屋建設計画では、盛岡駅西口の土地を購入。経営状況を踏まえ将来的な負担をできるだけ抑える形で進めていきま

す。
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５【経営上の重要な契約等】

該当する重要な契約、変更又は解約等はありません。

 

 

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は研究開発活動を行っていないので、該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、当連結会計年度に126百万円の設備投資を実施しました。主なものは当

社における受託印刷対応に伴う新聞発送・印刷システムの改修費用であります。設備投資資金につきましては、自己

資金を充当しております。

　なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりです。

 

(1）提出会社

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構築

物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社

（岩手県盛岡市）
その他設備 192 8

18

( 1,432.4)
－ 87 306

181

( 33)

制作センター

（岩手県矢巾町）

新聞生産施

設設備
1,451 651

406

(18,117.0)
－ 5 2,515

25

( 6)

東京支社

（東京都中央区）
その他設備 0 － － － 0 0

6

( 1)

大阪支社

（大阪市中央区）
その他設備 － － － － 0 0

1

( 1)

仙台支社

（仙台市青葉区）
その他設備 0 － － － 0 0

1

( 1)

一関支社

（岩手県一関市）
その他設備 100 0

158

( 1,156.7)
－ 1 260

4

( 1)

県内12支局

（岩手県）
その他設備 105 3

101

( 2,915.4)

[ 331.0]

－ 1 212
26

( 7)

合計  1,850 664

684

（23,621.4)

[ 331.0]

－ 95 3,295
244

( 50)

 

(2）国内子会社

2023年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構築

物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

㈱岩手日報広告社

（岩手県盛岡市）
その他設備 22 3 － － 0 26

14

( 4)

岩手日報

アド・ブランチ㈱

（岩手県盛岡市）

その他設備 35 0

100

(3,379.2)

[198.5]

2 0 138
27

( 31)

㈱岩手日報

こずかたセンター

（岩手県盛岡市）

その他設備 11 4
1

(67.1)
19 　2 40

47

(120)

 

(3）在外子会社

　該当事項はありません。
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　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及び建設仮勘定であります。

２．金額には消費税等を含んでおりません。

３．土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は61百万円であります。賃借している土地の面積につ

いては〔　〕で外書きしております。

４．㈱岩手日報広告社の設備は提出会社から賃借しているものを含んでおります。

５．岩手日報アド・ブランチ㈱の設備は提出会社から賃借しているものを含んでおります。

６．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書きしております。

７．現在休止中の主要な設備はありません。

８．上記の他、主要な賃借設備は提出会社及び国内子会社とも、該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備計画は、連結各社が個別に策定しております。当連結会計年度末に

おいて、重要な設備の新設、改修及び除却の計画はありませんが、当社において、2023年7月に新社屋建設用地とし

て岩手県盛岡市内にある土地の取得を予定しています。土地の取得に伴う投資予定金額は310百万円で、全額自己資

金にて取得予定です。なお、当連結会計年度末において、新社屋の建設計画は未定です。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000

計 500,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2023年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

（注）

計 400,000 400,000 － －

　（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

1992年10月２日 60 400 30 200 － 2

　（注）　有償、役員・従業員に限定する縁故募集

発行価格　　500円

資本組入額　500円
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（５）【所有者別状況】

2023年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
29 14 1 79   417 540 －

所有株式

数

（株）

28,140 24,200 1,000 107,610   239,050 400,000  

所有株式

数の割合

（％）

7.04 6.05 0.25 26.90   59.76 100.00 －

　（注）単元株制度は採用しておりません。

 

（６）【大株主の状況】

  2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

岩手日報社社員持株会 岩手県盛岡市内丸３番７号 44 11.00

岩手日報共済会 岩手県盛岡市内丸３番７号 43 10.75

株式会社アイビーシー岩手放送 岩手県盛岡市志家町６番１号 29 7.48

岩手日報労働組合 岩手県盛岡市内丸３番７号 23 5.80

みちのくコカ・コーラボトリング株

式会社
岩手県盛岡市中央通１丁目７番２５号 20 5.00

三浦　宏 岩手県盛岡市 11 2.88

村田　源一朗 岩手県盛岡市 11 2.75

東根　千万億 岩手県盛岡市 10 2.56

後藤　百合子 岩手県盛岡市 9 2.42

株式会社岩手銀行 岩手県盛岡市中央通１丁目２番３号 9 2.27

計 － 211 52.94
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2023年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　400,000 400,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 400,000 － －

総株主の議決権 － 400,000 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

①役員・従業員株式所有制度の概要

当社は、従業員が自社株式を定期的に取得・保有し、財産形成の一助となるよう福利厚生を目的として、従業員

持株会制度を導入しております。

②役員・従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

特段の定めは設けておりません。

③当該役員・従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社従業員に限定しております。

 

EDINET提出書類

株式会社岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

21/79



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、新聞業界の業績が、景気動向に大きく左右されやすい中で、内部留保は経営安定のために極めて重要と考

えております。従って利益配分としての株主配当は業績に応じて決定することを原則といたしますが、経営体質の強

化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続的に実施していくことを基本方針としております。

　当社は、期末配当の年１回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　この剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、当期純損失となりましたが、上記方針に基づき１株当たり50円の配当を実施す

ることを決定いたしました。当事業年度の配当性向は当期純損失であり記載を省略します。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上に競争力を高め、市場

ニーズに応える技術体制の強化、さらには、将来想定される大型設備投資などに有効投資してまいりたいと考えてお

ります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2023年６月19日

定時株主総会決議
20 50
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としては、経営の健全性、効率性、透明性を向上さ

せ、企業価値を高めることを基本方針としております。

　また、国民の「知る権利」にこたえる報道・評論を展開すると同時に岩手県の県紙として地域社会の発展に寄与

し、新聞の文化的使命を果たすべく品格を重んじるコーポレート・ガバナンス体制の構築が重要であると考えてお

ります。

　現在のコーポレート・ガバナンス体制が有効にその機能を果たしていると認識しておりますので、当期において

追加の施策は実施しておりません。

 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

a.会社の機関の内容

　当社では、経営方針等の重要事項、重要な業務執行に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会を設置

しております。

　当社は現在取締役６人、監査役２人（うち、社外監査役１人）の体制であります。

　常勤監査役と社外監査役制度を採用しており、監査役は取締役の職務の遂行を監督し、会計及び業務に関して

は定期的に監査を行い、会計処理の適正化に努めております。また、会計監査人との連携につきましては、会計

監査に立ち会い、意見交換、情報の聴取を行うとともに、適宜、報告を求めるなど連携を密にし、必要に応じて

取締役会で意見を述べております。

 

b.内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会を月２回（第１・３月曜日）開催し、経営責任の明確化、意思決定の透明性を図り、業務執

行の迅速化と適格な事業運営に努めております。また、部長職以上で構成される全社会議を四半期に１度（４・

６・10・１月）開催し、会社の経営方針等の伝達、徹底を図り意識向上に努めております。内部統制の実施に際

しては、内部牽制の強化を図り、法令遵守、営業活動の妥当性評価、業務執行の適正化に向け提言を行うなど必

要な措置を講じております。また、緊急課題発生時には総合対策委員会を設置し、情報収集や対策など組織横断

的な対応を行っています。

 

②リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、各所轄部門において監視・監督を行うとともに、重要な事項については取締役会に

おいても監視・監督を行っております。さらに、必要な事項については顧問弁護士より法的側面からアドバイス

を受けております。

 

③子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社の子会社の業務の適正を確保するため、毎月の業務報告を求めているほか、会計監査人による会計監査に

は当社監査役及び財務担当部長も立ち会い、意見交換、情報の聴取を行っております。また、子会社の取締役は

当社の部長職以上で構成される全社会議に出席し、認識の共有を図っております。

 

④役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬(役員退職慰労金を含む)は次のとおりでありま

す。

　役員報酬  

　　取締役に支払った報酬 98百万円

　　監査役に支払った報酬 12百万円

計 110百万円

 

⑤補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

 

⑥役員等賠償責任保険契約の内容の概要

該当事項はありません。
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⑦取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、解任決議について議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

 

⑨株主総会の決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

あります。

 

⑩取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は取締役会を月２回程度開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおり

であります。

氏名 開催回数 出席回数

　川村　公司 25 24

　藤原　哲 19 19

　菅原　智広 25 25

　北村　茂樹 19 19

　榊　悟 19 19

　東根　千万億 25 23

　作山　充 6 6

　取締役会における主な検討内容は、当社株式の譲渡承認や株主総会議案など株主関係の検討、決算・予算など財

務状況の検討、人事異動や雇用など人事と組織の検討、就業規則や社内規程の改定などリスク管理・コンプライア

ンスの検討などになります。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性８名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 川村　公司 1965年９月６日生

 
1990年４月 当社入社

2012年６月 編集局次長兼整理部長

2014年４月 編集局長兼論説委員

2016年６月 取締役編集局長

2018年６月 取締役論説・編集担当兼編集局長

2019年６月 常務取締役論説・編集担当兼編集

局長

2020年６月 常務取締役論説・編集・特命担当

兼編集局長

2021年４月 常務取締役執行役員広告事業局長

2022年６月 常務取締役総合メディア担当兼　

執行役員広告事業局長

2022年10月 常務取締役岩手日報総合研究所長

兼総合メディア担当兼執行役員広

告事業局長

2023年２月 代表取締役社長兼岩手日報総合研

究所長

2023年６月 代表取締役社長（現任）
　

（注）

２
1,925

常務取締役

労務・関連会社担当兼

執行役員総務局長

藤原　哲 1962年７月２日生

 
1986年４月 当社入社

2016年６月 編集局次長兼論説委員会委員兼

記事審査部長

2019年４月 編集局次長兼論説委員会委員

2019年10月 編集局次長兼論説委員会兼

記事審査部長

2020年６月 総務局長

2021年４月 執行役員総合メディア局長

2022年６月 常務取締役労務・関連会社担当兼

執行役員総務局長

2023年２月 常務取締役労務・総合メディア・

関連会社担当兼執行役員総務局長

2023年６月 常務取締役労務・関連会社担当兼

執行役員総務局長（現任）
　

（注）

２
1,900

取締役

執行役員東京支社長
菅原　智広 1967年１月19日生

 
1990年４月 当社入社

2014年４月 編集局次長兼報道部長

2015年４月 販売局次長

2018年６月 販売局長

2019年６月 取締役販売局長

2021年４月 取締役論説・編集担当兼執行役員

編集局長

2022年４月 取締役執行役員東京支社長

（現任）
　

（注）

２
1,350

取締役

執行役員販売局長
北村　茂樹 1968年９月30日生

1991年４月 当社入社

2019年４月 広告事業局次長兼事業部長

2020年６月 広告事業局次長兼企画推進部長

2021年４月 総務局次長兼総務部長

2021年６月 総務局次長兼総務部長兼経理部長

2022年４月 販売局次長

2022年６月 取締役執行役員販売局長

2023年２月 取締役広告事業担当兼執行役員

販売局長

2023年６月 取締役執行役員販売局長（現任）
　

（注）

２
1,300

取締役

論説・編集

総合メディア担当

兼執行役員編集局長

佐藤　晋 1975年３月16日生

1997年４月 当社入社

2020年６月 編集局次長兼報道部長

2021年４月 販売局付局次長

2022年６月 執行役員総合メディア局長

2023年４月 執行役員編集局長

2023年６月 取締役論説・編集・総合メディア

担当兼執行役員編集局長（現任）
　

（注）

２
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

執行役員広告事業局長
鈴木　淳 1962年９月１日生

1985年４月 当社入社

2014年４月 編集局次長兼整理部長

2018年６月 東京支社長

2020年６月 広告事業局付局長

2021年６月 販売局付局長

2023年４月 執行役員広告事業局長

2023年６月 取締役執行役員広告事業局長

（現任）
　

（注）

２
－

常勤監査役 菅原　和彦 1961年４月19日生

 
1984年４月 当社入社

2010年７月 論説委員会委員

2017年４月 論説委員会副委員長

2018年６月 論説委員会委員長

2020年６月 常勤監査役（現任）
　

（注）

３

 

1,000

監査役 鎌田　英樹 1953年12月11日生

 
1978年４月 株式会社アイビーシー岩手放送入

社

2008年６月 同社取締役東京支社長

2010年６月 同社常務取締役東京支社長

2010年８月 同社常務取締役管理本部長

2011年６月 同社代表取締役社長

2014年６月 当社監査役（現任)

2022年６月 株式会社アイビーシー岩手放送代

表取締役会長（現任）
　

（注）

１

３

 

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 7,475

　（注）１．監査役 鎌田英樹氏は、社外監査役であります。

　　　　２．2023年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

　　　　３．2020年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

　　　　４．2021年４月１日より責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。提出日現在の執行役員は

以下の２名で構成されています。

 

執行役員　新事業・総務企画担当　　　　　　　郷右近　勤

執行役員　総合メディア局長・ＤＸ推進担当　　八重樫　卓也

 

②社外役員の状況

　当社は報道機関として言論の自由と独立を守るため、現場を熟知してこそ的確な意思決定が可能と考え、社外取締

役は選任しておりません。

　社外監査役は１名であります。社外監査役を選任するための独立性に関する基準は特段設けておりませんが、利害

関係がなく豊富な経験と幅広い見識を持ち、当社の経営陣に対し独立した立場から適切な意見を述べて頂ける方を選

任しております。

　社外監査役である鎌田英樹氏は株式会社アイビーシー岩手放送の代表取締役会長を務めております。また、同社は

当社株式を29千株保有しております。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

　現在は監査役２人（うち社外監査役１人）の体制であります。監査役が出席する取締役会が当社の業務遂行を決

定しております。

　監査役は取締役の職務の遂行を監督し、会計及び業務に関しては定期的に監査を行い、会計処理の適正化に努め

ております。また、会計監査人との連携につきましては、会計監査に立会い、意見交換、情報の聴取を行うととも

に、適宜、報告を求めるなど連携を密にし、必要に応じて取締役会で意見を述べております。

　なお、常勤監査役菅原和彦は、当社の論説委員会に2010年７月から2020年６月まで在籍し、当社の業務に関する

豊富な経験と幅広い見識を有しております。

 

②内部監査の状況

　当社において内部監査部門は設置しておりませんが、財務・総務部門担当は会計監査人による会計監査に立会

い、意見交換、情報の聴取を行っており、監査による指摘等があれば業務執行が適正に行われるよう、内部の管理

体制の指導、強化に努めております。また、必要性が認められる場合は、取締役会並びに監査役に報告を行ってお

ります。

 

③会計監査の状況

a.監査法人の名称

北光監査法人

 

b.継続監査期間

46年間

 

c.業務を執行した公認会計士

新井田　信也

岩根　洋介

 

d.監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士試験合格者１名、その他４名であります。

 

e.監査法人の選定方針と理由

　当社は監査法人の選定方針を定めておりません。

 

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社は監査法人の評価を行っておりません。

 

④監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 5 － 5 －

連結子会社 － － － －

計 5 － 5 －
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b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

　該当事項はありません。

 

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

d.監査報酬の決定方針

　定めておりません。

 

e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　該当事項はありません。

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

　なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガ

バナンスの概要」に記載しております。

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2022年４月１日から2023年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2022年４月１日から2023年３月31日まで）の財務諸表について、北光監査法人

による監査を受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

29/79



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,778 4,530

受取手形、売掛金及び契約資産 666 655

原材料及び貯蔵品 101 112

未収入金 110 140

その他 23 20

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 5,679 5,460

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,149 4,152

減価償却累計額 △2,100 △2,232

建物及び構築物（純額） ※１ 2,048 ※１ 1,919

機械装置及び運搬具 3,295 3,311

減価償却累計額 △2,429 △2,638

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 865 ※１ 673

土地 ※１ 786 ※１ 786

リース資産 77 82

減価償却累計額 △56 △60

リース資産（純額） 21 22

建設仮勘定 － 69

その他 434 410

減価償却累計額 △386 △380

その他（純額） 48 30

有形固定資産合計 3,770 3,501

無形固定資産 121 74

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 311 ※３ 306

退職給付に係る資産 230 221

繰延税金資産 194 158

長期預金 － 100

その他 221 213

貸倒引当金 △53 △50

投資その他の資産合計 904 949

固定資産合計 4,797 4,526

資産合計 10,476 9,986
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 316 345

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※４ 305 ※１,※４ 414

リース債務 10 8

未払金 454 394

未払法人税等 82 18

賞与引当金 159 169

役員賞与引当金 10 7

その他 174 83

流動負債合計 1,514 1,442

固定負債   

長期借入金 ※１,※４ 2,164 ※１,※４ 1,750

リース債務 15 18

役員退職慰労引当金 63 71

退職給付に係る負債 1,176 1,228

繰延税金負債 0 1

その他 7 7

固定負債合計 3,429 3,077

負債合計 4,943 4,519

純資産の部   

株主資本   

資本金 200 200

資本剰余金 2 2

利益剰余金 4,752 4,683

株主資本合計 4,955 4,885

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 44 41

その他の包括利益累計額合計 44 41

非支配株主持分 534 539

純資産合計 5,533 5,466

負債純資産合計 10,476 9,986
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

売上高 8,946 8,917

売上原価 6,398 6,598

売上総利益 2,547 2,319

販売費及び一般管理費 ※１ 2,185 ※１ 2,308

営業利益 362 11

営業外収益   

受取利息及び配当金 5 6

不動産賃貸料 22 23

その他 30 32

営業外収益合計 58 62

営業外費用   

支払利息 23 20

シンジケートローン手数料 1 1

その他 1 2

営業外費用合計 25 23

経常利益 395 50

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 ※２ 1

役員退職慰労引当金戻入額 1 －

特別利益合計 1 1

特別損失   

固定資産売却損 ※３ 13 ※３ 5

固定資産除却損 － ※４ 6

有価証券評価損 0 －

特別損失合計 13 11

税金等調整前当期純利益 382 39

法人税、住民税及び事業税 91 40

法人税等調整額 △6 37

法人税等合計 85 77

当期純利益又は当期純損失（△） 297 △37

非支配株主に帰属する当期純利益 20 12

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
277 △49
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 297 △37

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14 △2

その他の包括利益合計 ※ 14 ※ △2

包括利益 312 △40

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 292 △52

非支配株主に係る包括利益 20 12
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 200 2 4,495 4,698

当期変動額     

剰余金の配当   △20 △20

親会社株主に帰属する当期純利益   277 277

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    

当期変動額合計 － － 257 257

当期末残高 200 2 4,752 4,955

 

     

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価差額
金

その他の包括利益累計額
合計

当期首残高 28 28 516 5,243

当期変動額     

剰余金の配当    △20

親会社株主に帰属する当期純利益    277

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

15 15 17 33

当期変動額合計 15 15 17 290

当期末残高 44 44 534 5,533

 

EDINET提出書類

株式会社岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

34/79



当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 200 2 4,752 4,955

当期変動額     

剰余金の配当   △20 △20

親会社株主に帰属する当期純損失
（△）

  △49 △49

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    

当期変動額合計 － － △69 △69

当期末残高 200 2 4,683 4,885

 

     

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価差額
金

その他の包括利益累計額
合計

当期首残高 44 44 534 5,533

当期変動額     

剰余金の配当    △20

親会社株主に帰属する当期純損失
（△）

   △49

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△2 △2 5 2

当期変動額合計 △2 △2 5 △66

当期末残高 41 41 539 5,466
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 382 39

減価償却費 457 440

有形固定資産除却損 － 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 9 9

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6 52

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △17 9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △3

受取利息及び受取配当金 △5 △6

支払利息 23 20

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 13 3

売上債権の増減額（△は増加） 31 10

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

棚卸資産の増減額（△は増加） △13 △11

仕入債務の増減額（△は減少） 35 △28

未払消費税等の増減額（△は減少） 57 △90

その他 19 △15

小計 999 443

利息及び配当金の受取額 5 6

利息の支払額 △23 △20

法人税等の支払額 △37 △115

法人税等の還付額 3 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 947 313

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △424 △529

定期預金の払戻による収入 406 424

有形固定資産の取得による支出 △30 △121

有形固定資産の売却による収入 12 5

無形固定資産の取得による支出 △9 △3

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 0

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 1 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △45 △223

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △14 △11

長期借入金の返済による支出 △300 △305

配当金の支払額 △20 △20

非支配株主への配当金の支払額 △2 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △336 △342

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 565 △252

現金及び現金同等物の期首残高 3,785 4,350

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,350 ※ 4,097
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　3社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

(2)非連結子会社

有限会社岩手日報本宮専売所

　非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う

額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財

政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。

 

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の非連結子会社

なし

（2）持分法適用の関連会社

なし

（3）持分法非適用の非連結子会社

有限会社岩手日報本宮専売所

（4）持分法非適用の関連会社

なし

　持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び

その他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要

な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、３社とも連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定）を

採用しております。

市場価格のない株式等

　主として総平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産

　当社及び連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　５年～50年

機械装置及び運搬具　５年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

ハ．リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

ハ．役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

①販売部門

　当部門においては、当社発行の日刊紙「岩手日報」を県内及び宮城、青森、東京の各販売店を通じて毎

日読者に戸別配達しております。新聞社と販売店の間には、新聞社は新聞を販売店に卸すという履行義務

を負い、販売店はその分の代金を新聞社に支払うという契約のみであり、新聞社が販売店から受領する別

個の財又はサービスに対して支払うものはありません。

　なお、当社の新聞を販売店に卸すという履行義務は販売店に店着した時点で充足しております。別個の

財又はサービスを受領していない場合、販売店に支払っている金額が顧客に支払う対価に該当すると判断

したものについては支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

②広告部門

　当部門においては、当社発行の新聞及び出版物に掲載する広告の取材、制作、出稿を行っております。

　当社は広告代理店に対して広告枠を販売し、広告枠に広告を掲載する履行義務を負っています。連結子

会社の広告代理店は広告主への打診や条件交渉を経た上で、広告主からの広告出稿の希望をもとに、新聞

社との間で広告枠の決定を行う履行義務を負っています。

　新聞社において通常行われる一般的な取引では、広告掲載と紙面制作を結合させ、１つの取引として認

識するのが妥当であり、紙面制作を新聞紙面に広告掲載する義務を負っております。紙面制作され、新聞

紙面に広告掲載された時点で収益計上しております。

　なお、当社及び連結子会社が広告代理店に支払う代理店手数料が顧客に支払う対価に該当すると判断し

たものについては支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
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（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載しました新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積

りに関する会計処理について、当社グループの事業部門の一部での売上高が回復したため、新型コロナウイルス感染

症の影響を除外して、会計上の見積りに関する会計処理を行っております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

建物 1,524百万円 1,438百万円

機械装置

土地

630

506

472

506

計 2,661 2,417

　上記の物件について、シンジケートローン及び当座貸越契約の担保に供しております。

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

300百万円

2,050

300百万円

1,750

計 2,350 2,050

 

　２　当座貸越契約

　当社及び連結子会社（岩手日報アド・ブランチ㈱）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

当座貸越極度額 900百万円 900百万円

借入実行残高 － －

差引額 900 900

 

※３　関係会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

投資有価証券 45百万円 45百万円
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※４　財務制限条項

　当社において借入金のうちシンジケートローン契約については、財務制限条項が付されています。

　借入実行残高は以下のとおりです。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

借入実行残高 2,350百万円 2,050百万円

上記の契約には、以下の財務制限条項が付されています。

・2020年３月期以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額を20億円以上

に維持すること。

・2020年３月期以降、各年度の決算期の末日における単体の損益計算書における営業損益が、２期連続し

て損失とならないようにすること。

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
   至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
   至　2023年３月31日）

販売費 19百万円 21百万円

輸送費 238 245

給与及び諸手当 965 989

減価償却費 181 172

退職給付費用 31 43

賞与引当金繰入額 37 42

役員退職慰労引当金繰入額 9 13

役員賞与引当金繰入額 10 7

貸倒引当金繰入額 △5 △3

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　車両運搬具 0百万円 1百万円

計 0 1

 

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　建　物 0百万円 －百万円

　構築物 0 －

　車両運搬具 0 5

　工具器具備品 0 －

　土　地 12 －

計 13 5
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※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　建物一部廃棄費用 －百万円 6百万円

　構築物 － 0

　工具器具備品 － 0

計 － 6

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 21百万円 △4百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 21 △4

税効果額 △6 1

その他有価証券評価差額金 14 △2

その他の包括利益合計 14 △2
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 400 － － 400

合計 400 － － 400

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月21日

定時株主総会
普通株式 20 50 2021年３月31日 2021年６月22日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月20日

定時株主総会
普通株式 20 利益剰余金 50 2022年３月31日 2022年６月21日

 

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 400 － － 400

合計 400 － － 400

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月20日

定時株主総会
普通株式 20 50 2022年３月31日 2022年６月21日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月19日

定時株主総会
普通株式 20 利益剰余金 50 2023年３月31日 2023年６月20日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

現金及び預金勘定 4,778百万円 4,530百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △427 △432

現金及び現金同等物 4,350 4,097

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　新聞販売管理用システム機器、折込広告丁合機等（工具、器具及び備品）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）
 

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリ

バティブ取引は行っておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

 借入金は、主に設備投資に係る資金調達及び資金の効率的運用を目的としております。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

 当社は、営業債権について、各債権担当部門が主要な取引先の状況をモニタリングし財務状況の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）は、適時に資金繰り計画表を

作成・更新し手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様であ

ります。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*3) 131 131 －

 資産計 131 131 －

(1) １年内返済予定の長期借入金(*5) 305 305 －

(2) 長期借入金(*6) 2,164 2,164 －

 負債計 2,470 2,470 －

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*3) 127 127 －

(2）長期預金（*4） 100 100 0

 資産計 227 227 0

(1) １年内返済予定の長期借入金(*5) 414 414 －

(2) 長期借入金(*6) 1,750 1,750 －

 負債計 2,164 2,164 －

(*1）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

(*2）「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*3）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 180 179

(*4）「長期預金」のうち、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引い

て現在価値を算定しており、その割引率は、新規に同様の預け入れを行った場合に想定される利率を用いてい

ます。

(*5）１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金は、変動金利（３ヵ月ごとに更改）によっており、時価は当該著

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって評価しております。

(*6）金融商品の時価等に関する事項についての補足事項

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引は行っておりません。
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（注）１．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 4,753 － － －

受取手形 － － － －

売掛金 666 － － －

未収入金 110 － － －

有価証券及び投資有価証券     

 満期保有目的の債券     

 (1) 国債・地方債等 － － － －

 (2) 社債 － － － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 債券（社債） － － － －

(2) その他 － － － －

合計 5,530 － － －

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 4,509 － － －

受取手形 － － － －

売掛金 655 － － －

未収入金 140 － － －

有価証券及び投資有価証券     

 満期保有目的の債券     

 (1) 国債・地方債等 － － － －

 (2) 社債 － － － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 債券（社債） － － － －

(2) その他 － － － －

長期預金 － 100 － －

合計 5,306 100 － －
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（注）２. 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

1年内返済予定の長期

借入金
305 － － － － －

長期借入金 － 311 317 315 315 904

合計 305 311 317 315 315 904

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

1年内返済予定の長期

借入金
414 － － － － －

長期借入金 － 300 300 300 300 550

合計 414 300 300 300 300 550

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

重要性が乏しいとして、注記を省略しております。
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2022年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

３．その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 118 50 67

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 118 50 67

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 12 16 △3

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 12 16 △3

合計 131 67 63

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　180百万円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 120 58 62

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 120 58 62

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 6 9 △2

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 6 9 △2

合計 127 67 59

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　179百万円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

 

４．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2021年４年１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、前連結会計年度（2022年３月31日）及び当連結会計年度（2023年３月31日）のいずれにおい

てもデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

　当社及び連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及

び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

退職給付に係る負債と資産の純額の期首残高 956百万円 945百万円

退職給付費用 122 173

退職給付の支払額 △93 △72

制度への拠出額 △39 △39

退職給付に係る負債と資産の純額の期末残高 945 1,006

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 679百万円 673百万円

年金資産 △910 △894

 △230 △221

非積立型制度の退職給付債務 1,176 1,228

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 945 1,006

   

退職給付に係る負債 1,176 1,228

退職給付に係る資産 △230 △221

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 945 1,006

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度122百万円 当連結会計年度173百万円

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2023年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注） 228百万円 220百万円

貸倒引当金 16  15

賞与引当金 47  50

未払事業税 7  2

退職給付に係る負債（純額） 283  302

役員退職慰労引当金 19  21

その他 11  11

繰延税金資産小計 615  624

税務上の繰越欠損金にかかる評価性引当額（注） △141  △172

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △258  △275

評価性引当額小計 △400  △448

繰延税金資産合計 214  176

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △ 19  △18

固定資産圧縮積立金 △ 1  △1

繰延税金負債合計 △ 21  △19

繰延税金資産の純額 193  157

 

 （注)．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠損金(※3) － 12 216 228

評価性引当額 － － △141 △141

繰延税金資産 － 12 75 (※4)87

(※3) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※4) 主として当社において発生している税務上の繰越欠損金は、タックスプランニング上で回収予想額を見積

もっており、当該繰延税金資産を回収可能と判断しております。

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠損金(※3) － 4 216 220

評価性引当額 － － △172 △172

繰延税金資産 － 4 44 (※4)48

(※3) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※4) 主として当社において発生している税務上の繰越欠損金は、タックスプランニング上で回収予想額を見積

もっており、当該繰延税金資産を回収可能と判断しております。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

 
 

当連結会計年度
(2023年３月31日)

法定実効税率 30.0％ 30.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7 32.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1 △1.0

住民税均等割 1.1 10.9

評価性引当額の増加（△は減少） △13.3 116.4

タックスクッション額 － 2.0

その他 0.8 4.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.2 194.4
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（単位：百万円）
 

 

製品・サービスの販売

その他（注） 合計
販売部門 広告部門 計

顧客との契約から生じる収益 4,110 1,509 5,619 3,326 8,946

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 4,110 1,509 5,619 3,326 8,946

（注）「その他」の内容は折込部門、その他の部門となっております。

 

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（単位：百万円）
 

 

製品・サービスの販売

その他（注） 合計
販売部門 広告部門 計

顧客との契約から生じる収益 4,061 1,405 5,467 3,450 8,917

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 4,061 1,405 5,467 3,450 8,917

（注）「その他」の内容は折込部門、その他の部門となっております。

 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる利益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益収益認

識）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

　当社グループは日刊新聞の印刷、発行、販売及びそれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

 

Ⅱ　当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

　当社グループは日刊新聞の印刷、発行、販売及びそれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

　本邦以外の売上高及び本邦以外に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を超える顧客に、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

　本邦以外の売上高及び本邦以外に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を超える顧客に、該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）及び当連結会計年度（自　2021年４月１日　

至　2022年３月31日）において、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

１株当たり純資産額 12,498.11円 12,316.34円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
692.59円 △124.27円

　（注）１.　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額

（△）（百万円）

277 △49

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額又は親会社株主に帰属する当期

純損失金額（△）（百万円）

277 △49

普通株式の期中平均株式数（千株） 400 400

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 305 414 0.92 －

１年以内に返済予定のリース債務 10 8 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,164 1,750 0.92 2024年～2030年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 15 18 － 2024年～2027年

その他有利子負債 － － － －

合　計 2,495 2,192 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。加重平均利率を算定す

る際の利率及び残高は期末のものを使っております。

　　　　２．リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 300 300 300 300

リース債務 7 5 4 1

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,203 2,991

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 383 ※１ 345

原材料及び貯蔵品 101 112

未収入金 107 119

未収還付法人税等 － 17

その他 23 19

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 3,819 3,605

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,818 3,821

減価償却累計額 △1,905 △2,022

建物（純額） ※２ 1,912 ※２ 1,798

構築物 155 154

減価償却累計額 △94 △103

構築物（純額） 61 51

機械及び装置 3,210 3,229

減価償却累計額 △2,363 △2,578

機械及び装置（純額） ※２ 846 ※２ 651

車両運搬具 47 39

減価償却累計額 △36 △27

車両運搬具（純額） 10 12

工具、器具及び備品 403 379

減価償却累計額 △360 △353

工具、器具及び備品（純額） 43 26

土地 ※２ 684 ※２ 684

リース資産 24 24

減価償却累計額 △23 △24

リース資産（純額） 0 －

建設仮勘定 － 69

有形固定資産合計 3,560 3,295

無形固定資産   

のれん 2 0

ソフトウエア 95 49

ソフトウエア仮勘定 － 3

施設利用権 0 0

電話加入権 7 7

無形固定資産合計 104 61
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 257 252

関係会社株式 72 72

出資金 7 7

破産更生債権等 9 9

長期前払費用 12 8

前払年金費用 230 221

長期預金 － 100

繰延税金資産 161 124

差入保証金 4 2

敷金 9 9

その他 24 24

貸倒引当金 △21 △20

投資その他の資産合計 769 812

固定資産合計 4,435 4,169

資産合計 8,254 7,775

負債の部   

流動負債   

買掛金 315 345

１年内返済予定の長期借入金 ※２,※３ 300 ※２,※３ 300

リース債務 0 －

未払金 164 118

未払法人税等 46 10

未払消費税等 86 2

前受金 28 29

預り金 29 32

賞与引当金 143 148

設備関係未払金 3 0

流動負債合計 1,118 988

固定負債   

長期借入金 ※２,※３ 2,050 ※２,※３ 1,750

退職給付引当金 1,024 1,074

役員退職慰労引当金 62 69

預り保証金 7 7

固定負債合計 3,144 2,901

負債合計 4,262 3,889
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 200 200

資本剰余金   

資本準備金 2 2

資本剰余金合計 2 2

利益剰余金   

利益準備金 50 50

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 4 4

別途積立金 3,200 3,400

繰越利益剰余金 492 190

利益剰余金合計 3,746 3,644

株主資本合計 3,949 3,846

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 42 39

評価・換算差額等合計 42 39

純資産合計 3,991 3,885

負債純資産合計 8,254 7,775
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

売上高   

販売収入 4,110 4,061

広告収入 1,509 1,405

雑収入 235 339

売上高合計 5,855 5,806

売上原価 4,258 4,400

売上総利益 1,597 1,405

販売費及び一般管理費   

販売費   

給料諸手当 128 168

賞与引当金繰入額 9 10

退職給付費用 8 11

減価償却費 4 4

販売費 20 22

輸送費 219 229

貸倒引当金繰入額 △2 △0

その他費用 29 36

販売費合計 418 483

一般管理費   

給料諸手当 252 249

賞与引当金繰入額 10 11

退職給付費用 8 11

役員退職慰労引当金繰入額 9 11

減価償却費 153 143

福利厚生費 43 41

修繕費 66 91

広告宣伝費 25 21

事業費 73 118

租税公課 51 45

その他費用 222 229

一般管理費合計 917 976

販売費及び一般管理費合計 1,336 1,460

営業利益又は営業損失（△） 260 △54

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 8 ※１ 13

不動産賃貸料 23 24

その他 17 17

営業外収益合計 50 56

営業外費用   

支払利息 23 20

シンジケートローン手数料 1 1

その他 1 2

営業外費用合計 25 23

経常利益又は経常損失（△） 285 △21
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 ※２ 1

特別利益合計 0 1

特別損失   

固定資産売却損 ※３ 13 ※３ 5

固定資産除却損 － ※４ 6

有価証券評価損 0 －

特別損失合計 13 11

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 271 △31

法人税、住民税及び事業税 52 13

法人税等調整額 △4 38

法人税等合計 47 51

当期純利益又は当期純損失（△） 224 △82
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  933 21.9 952 21.6

Ⅱ　労務費 1 1,902 44.7 1,943 44.2

Ⅲ　経費 2 1,422 33.4 1,504 34.2

当期売上原価  4,258 100.0 4,400 100.0

 

 （前事業年度） （当事業年度）

（注）１．労務費中に含まれている賞与引当金繰入額 122百万円 126百万円

２．経費中に含まれている減価償却費 275百万円 268百万円

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、実際原価計算によるが当社の製品の性質上厳密な原価計算を行っておりません。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 200 2 50 4 3,000 487 3,542 3,744

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の取崩    △0  0 － －

剰余金の配当      △20 △20 △20

別途積立金の積立     200 △200 － －

当期純利益      224 224 224

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － △0 200 4 204 204

当期末残高 200 2 50 4 3,200 492 3,746 3,949

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 26 26 3,771

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の取崩   －

剰余金の配当   △20

別途積立金の積立   －

当期純利益   224

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

16 16 16

当期変動額合計 16 16 220

当期末残高 42 42 3,991
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当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 200 2 50 4 3,200 492 3,746 3,949

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の取崩    △0  0 - -

剰余金の配当      △20 △20 △20

別途積立金の積立     200 △200 - -

当期純損失（△）      △82 △82 △82

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - △0 200 △302 △102 △102

当期末残高 200 2 50 4 3,400 190 3,644 3,846

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 42 42 3,991

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の取崩   -

剰余金の配当   △20

別途積立金の積立   -

当期純損失（△）   △82

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△3 △3 △3

当期変動額合計 △3 △3 △105

当期末残高 39 39 3,885
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

総平均法による原価法を採用しております。

(2）棚卸資産

原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　５年～50年

機械装置及び運搬具　５年～10年

工具、器具及び備品　２年～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　退職給付引当金（含む前払年金費用）は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

①販売部門

　当部門においては、当社発行の日刊紙「岩手日報」を県内及び宮城、青森、東京の各販売店を通じて毎日読者

に戸別配達しております。新聞社と販売店の間には、新聞社は新聞を販売店に卸すという履行義務を負い、販売

店はその分の代金を新聞社に支払うという契約のみであり、新聞社が販売店から受領する別個の財又はサービス

に対して支払うものはありません。

　なお、当社の新聞を販売店に卸すという履行義務は販売店に店着した時点で充足しております。当社は別個の

財又はサービスを受領していない場合、販売店に支払っている金額が顧客に支払う対価に該当すると判断したも

のについては支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
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②広告部門

　当部門においては、当社発行の新聞及び出版物に掲載する広告の取材、制作、出稿を行っております。

　当社は広告代理店に対して広告枠を販売し、広告枠に広告を掲載する履行義務を負っています。

　新聞社において通常行われる一般的な取引では、広告掲載と紙面制作を結合させ、１つの取引として認識する

のが妥当であり、紙面制作され、新聞紙面に広告掲載された時点で収益計上しております。

　なお、当社が広告代理店に支払う代理店手数料が顧客に支払う対価に該当すると判断したものについては支払

う額を控除した純額を収益として認識しております。

 

 

（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　前事業年度の有価証券報告書の追加情報に記載しました新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りに

関する会計処理について、当社の事業部門の一部での売上高が回復したため、新型コロナウイルス感染症の影響を除

外して、会計上の見積りに関する会計処理を行っております。

 

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する売掛金

前事業年度
（2022年３月31日）

当事業年度
（2023年３月31日）

71百万円 67百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

建物 1,487百万円 1,405百万円

機械及び装置

土地

630

406

472

406

計 2,524 2,284

　上記の物件について、シンジケートローンの担保に供しております。

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金

300百万円

2,050

300百万円

1,750

計 2,350 2,050
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※３　財務制限条項

　当社において借入金のうちシンジケートローン契約については、財務制限条項が付されています。

　借入実行残高は以下のとおりです。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

借入実行残高 2,350百万円 2,050百万円

上記の契約には、以下の財務制限条項が付されています。

・2020年３月期以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額を20億円以上

に維持すること。

・2020年３月期以降、各年度の決算期の末日における単体の損益計算書における営業損益が、２期連続し

て損失とならないようにすること。

 

　４　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調整を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

当座貸越極度額 800百万円 800百万円

借入実行残高 － －

差引額 800 800
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　関係会社からの受取配当金 3百万円  7百万円

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　車両運搬具 0百万円 1百万円

計 0 1

 

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　建　物 0百万円 －百万円

　構築物 0 －

　車両運搬具 0 5

　工具器具備品 0 －

　土　地 12 －

計 13 5

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

　建物一部廃棄費用 －百万円 6百万円

　構築物 － 0

　工具器具備品 － 0

計 － 6

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

子会社株式 72百万円 72百万円

関連会社株式 － －

 

EDINET提出書類

株式会社岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

69/79



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2022年３月31日）
 

当事業年度
（2023年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 216百万円 208百万円

貸倒引当金 6  6

賞与引当金 42  44

未払事業税 4  2

退職給付引当金（純額） 238  255

役員退職慰労引当金 18  20

その他 11  10

繰延税金資産小計 538  548

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △ 87  △48

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △269  △356

評価性引当額小計 △356  △405

繰延税金資産合計 181  143

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △ 18  △ 16

固定資産圧縮積立金 △ 1  △ 1

繰延税金負債合計 △ 20  △ 18

繰延税金資産の純額 161  124
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
 
 

当事業年度
(2023年３月31日)

法定実効税率 30.0％ 当事業年度は税引前

（調整）  当期純損失のため記載

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.8 を省略しております。

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5  

住民税均等割 1.4  

評価性引当額の増加（△は減少） △17.2  

その他 0.0  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.4  

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「４.会計方針に関する事項

（５）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社電通グループ 20,000 93

株式会社エフエム岩手 1,086 49

株式会社アイビーシー岩手放送 41,358 28

株式会社日本プレスセンター 360 18

株式会社岩手めんこいテレビ 252 12

株式会社岩手銀行 5,362 11

株式会社盛岡地域交流センター 130 6

株式会社北日本銀行 4,101 8

株式会社共同通信会館 499 4

共益商事株式会社 3,400 3

株式会社東北銀行 3,281 3

株式会社全国新聞ネット 3 2

岩手地所株式会社 3,300 2

東北電力株式会社 3,040 2

その他（15銘柄） 15,960 6

小計 102,132 252

計 102,132 252
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 3,818 2 － 3,821 2,022 116 1,798

構築物 155 － 1 154 103 10 51

機械及び装置 3,210 20 0 3,229 2,578 214 651

車両運搬具 47 16 23 39 27 5 12

工具、器具及び備品 403 4 28 379 353 20 26

土地 684 － － 684 － － 684

リース資産 24 － － 24 24 0 －

建設仮勘定 － 69 － 69 － － 69

有形固定資産計 8,344 113 53 8,404 5,109 368 3,295

無形固定資産        

のれん 7 － － 7 6 1 0

ソフトウエア 244 0 2 242 192 45 49

ソフトウェア仮勘定 － 3 － 3 － － 3

施設利用権 0 － － 0 0 0 0

電話加入権 7 － － 7 － － 7

無形固定資産計 258 3 2 259 198 47 61

長期前払費用 13 － 3 9 1 0 8

 
 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 21 9 － 10 21

賞与引当金 143 148 143 － 148

役員退職慰労引当金 62 11 4 － 69

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行制度を採用しております。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 －（単元株制度は採用しておりません）

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項なし

株主名簿管理人 該当事項なし

取次所 該当事項なし

買取手数料 該当事項なし

公告掲載方法 岩手日報に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

株式の譲渡 当会社の株式の譲渡には、取締役会の承認を要する。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

　なお、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第84期）（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）2022年６月28日東北財務局長に提出。

(2）半期報告書

　（第85期中）（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）2022年12月27日東北財務局長に提出。

(3）臨時報告書

　2023年３月10日東北財務局長に提出。金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第９号の規定（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

 
 2023年６月23日  

株式会社岩手日報社    

 

 取締役会　御中  

 

 北光監査法人  

 　岩手県盛岡市  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新井田　信也

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岩根　洋介

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社岩手日報社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社岩手日報社及び連結子会社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記

載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2023年６月23日  

株式会社岩手日報社    

 

 取締役会　御中  

 

 北光監査法人  

 　岩手県盛岡市  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新井田　信也

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岩根　洋介

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社岩手日報社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

岩手日報社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記

載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
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る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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